
２　福祉と医療（大項目）

NO. 反映状況

（１）子ども・家庭・地域がともに健やかに育つ環境の充実（中項目）

1 今後検討

2 意見反映

（３）安心して暮らし続けられる地域福祉の推進

3 意見反映

4 意見反映

5 意見反映

6 今後検討

ひきこもりという言葉を「こもりびと」という前向きなポジティブな表現に変えてい

る市町村もあるので、心がけというか周りの方々がイメージするときにはポジティブ

なイメージの言葉の方がいいと思う。

大項目「２福祉と医療」

中項目「(3)安心して暮らし続けられる地域福祉の推進」

小項目「ア住民の参画と協働による誰もが支え合う地域共生社会の実現」

主な施策において、①の「NPO法人等の民間団体が行う子ども食堂や居場所づくり等の様々な活動、民生委員・児

童委員の活動を支援することで」を「NPO法人等の民間団体が行う子ども食堂や居場所づくり等の様々な活動、民

生委員・児童委員の活動、自治組織と民生委員・児童委員の連携強化を支援することで」に修正する。

ＫＰＩについて、29ページのところ、就労に繋がった人数は出ているが、就労に繋

がった人数も大事だが、その後の就労の継続がより大切なので、人数だけでなく継続

の就労率の方も合わせて検討してはどうか。

地域共生社会の実現や生活困窮者の自立支援に取り組むことにより、生活困窮状態から経済的、社会的に自立する

人数の増加を目的に成果指標を定めている。委員の意見のとおり、就労継続率も大切なことから、後期計画におい

てＫＰＩの新規項目として追加する。ちなみに、R4年度中に一般就労した23名中21名が継続就労している。就労継

続状況（就労継続率）の把握については、就労につながった人が、1年後に生活困窮状態に戻っていないかを確認

し、必要な支援等を行うことにより就労継続につながることが期待される。

子育てを地域全体で進めていくというのであれば、やはり「1.暮らしと防災」の中に

もコミュニティの分野の中に支え合いというものがあるので、その中に一言子育てに

ついての文言を入れていただきたい。

大項目「1暮らしと防災」

中項目「(1)助け合い、支え合う地域コミュニティづくりの推進」

地域課題の中には福祉や防災など様々なものが含まれており、あえて特定の分野だけを抜き出した書き方はしてい

ないため、子育てだけを特化した書き方は難しいことから、後期基本計画への反映は見送る。（コミュニティ推進

課と協議済）

教育の分野において、幼保・小の連携の部分について一言記載があったが、それが今

行われている小学校を中心にした幼保・小の連携ではなくて、教育委員会が小学校・

幼稚園・保育所を繋ぐような形になっており、自ら幼保・小の繋がりの方の記述が１

つほしいと思う。

大項目「3学びと交流」

中項目「(1)次代を担う人づくりの推進」

小項目「ウ地域と協働する「チーム学校」の推進」

主な施策の③として、「小学校では、幼稚園・保育所・認定こども園との相互理解と連続した教育の実現に向け、

連携を深めます。」と文章を追記した。

28ページのひきこもり状態の赤字、黄色の部分について、令和７年度に重層的相談支

援体制を実施するという話だが、こちらの計画が令和６年度からということであれ

ば、この黄色の部分だが、重層的な相談支援体制の構築を「推進します」と書いてい

るが、ここは「構築します」でいいのではないか。

大項目「２福祉と医療」

中項目「(3)安心して暮らし続けられる地域福祉の推進

小項目「ア住民の参画と協働による誰もが支え合う地域共生社会の実現

主な施策において、②の文末「重層的な相談支援体制の構築を推進します。」を「重層的な相談支援体制を構築し

ます。」に修正する。

【10/11開催】第4回厚生専門委員会所管分野に関する意見と総合計画後期基本計画（案）への反映状況

「こもりびと」というより温かみのある呼称でひきこもりの状態の方の支援をしている自治体もあるが、現状とし

ては「ひきこもり」という呼称の方が浸透していると考えられる。また、国の施策等でも「ひきこもり」という表

現が用いられていることから、後期基本計画では「ひきこもり」という表現とする。

当日配布資料　

「民生委員や地域の町の役員などとの連携体制の強化」という文言を追加してはどう

か。

委員意見（要約） 総合計画後期基本計画への反映状況
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２　福祉と医療（大項目）

NO. 反映状況委員意見（要約） 総合計画後期基本計画への反映状況

7 現計画に記載済

8 事業として実施中

（４）障害者が自立して暮らせる地域共生社会の実現

9 意見反映

10 意見反映

（５）高齢者が健康で生き活きとした地域の実現

11 意見反映

ＫＰⅠについて、要介護認定率のところで、19％以下を目標とするということで上

がっているが、19％以下にするために、要介護認定を認めないとか、そういった対応

にならないようにして欲しい。（今野委員）

大項目「2福祉と医療」

中項目「(5)高齢者が健康で生き活きとした地域の実現」

小項目「エ介護保険制度の適切な運営」

主な施策の②「介護サービスを必要とする利用者を適切に認定し、」に既に反映している。

要介護認定率を下げるために要介護認定を認めないなどという対応は、あってはならないという認識である。成果

指標の[設定理由]にも記入してあるとおり、介護予防の充実や社会参加の促進、地域生活を支える体制の充実など

により、心身の健康が保持されるなど健康寿命の延伸が図られることで、要介護認定率の低下につながるものと考

えている。

29ページの「施策の方向」の３行目のところに、「精神的なストレス等で」という文

言が追加されたが、このような特定したような記載ではなく、例えば「様々な事情

で」とか、このような文言の方がよいと思う。

「精神的なストレス等で援助が必要であると自ら認識できない」を「様々な事情により」に表現を修正し、自発的

に相談することが困難な人に対しても、問題が複雑化、深刻化する前に、アウトリーチを含めた対応を行う。さら

に、貧困の連鎖をくい止める活動も行う。

ＫＰⅠについて、32ページのところ，雇用契約を結び就労した人数の方、指標の項目

として上がっているが、就労した後、就労の方が継続、長期間に渡ってできているの

か、やはり就労してもすぐ退職になってしまったのかというところも合わせて検討し

てはどうか。

障害者の地域生活を支える環境を整備することにより、障害者の就労と雇用が促進され、一般就労の増につながっ

ていくことを目的に成果指標を定めている。委員の意見のとおり、就労継続率は大切なため、後期計画においてＫ

ＰＩの新規項目として追加する。ちなみに、R4年度に一般就労した16名に対して、14名が就労継続している。就労

継続状況（就労継続率）の把握については、就労につながった人が、1年後にリタイヤしないよう必要な支援等を

行うことにより、就労継続につながることが期待される。

ヤングケアラーとか孤食など、子どもに関する教育に横断するところというものは、

教育の基本計画ですか、そちらの方でも同じような文言が入って基本計画、実施計画

というものが策定されるのか。

大項目「3学びと交流」

中項目「(2)地域における人づくりの推進」

小項目「カ多様性を認めあい互いに尊重し合う社会づくりの推進」

主な施策③の「悩みを抱える当事者やその家族が抱える生活上の困難の解消に向けて現状の把握に努め、一人ひと

りが輝く社会の基盤整備を進めます」の部分に含まれている。

また、孤食については中項目「(6)学校給食の充実」小項目「ウ給食を通した子どもの食環境の充実」の施策の方向

の部分でもふれられており、「子どもの孤食など、子どもの食を取り巻く環境の変化に対応するため、栄養バラン

スの取れた献立の提供や食指導の充実に努め、食物アレルギーの対応について、学校、保護者、給食センター、教

育委員会、医療機関などが連携し、児童生徒の健全な成長に寄与する給食をめざします。」と記載されている。

28ページの④のところに、事情に合わせた具体的な個別避難計画を作成しという説明

のところに、町内会と福祉専門職が連携してこれに当たります、という話を聞いた。

この実情に合わせた個別避難計画というところでは、この防災、地域の防災、防犯力

の強化というところにそういう内容は見受けられないが、これは連携と言えばいいの

か、そういうところでは入らない、防災関係にはこの内容は含めない含まない、これ

から一緒に連携のところでもないという解釈なのか。

総合計画で作成支援を謳っている「地区防災計画」で、要支援者の個別避難計画との整合性を図るようにしてお

り、地域包括ケア推進室職員と共に、防災安全課職員や地域防災アドバイザーの派遣による計画作成の支援を行っ

ているため、防災分野と福祉分野との連携はすでに実施していると考えている。
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